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研究成果の概要（和文）：　21世紀アジアについて、(1)国民国家の動揺(2)内政と外交の連動(3)国際社会の支援と市
民社会構築(4)アジアの市民社会論を焦点に考察し、(5)「広域アジア研究」を検討した。
　国際会議として、アジア政経学会・ドイツアジア学会共催「中国の新たな役割」(2012年7月)、アジア政経学会共催"
Asian Studies beyond Borders: Where do we come from? Where are we going?"（2013年6月）などを開催。『地域研
究』（京都大学地域研究情報統合センター）特集号「グローバルアジアにみる市民社会と国家の間」を刊行予定(2014
年10月)。

研究成果の概要（英文）： We have challenged to seek a possibility of the Global Asian Studies by analyzing
 the following issues: the volatility of nation-states, the linkage of domestic and international politics
, the civil-society building and international society and the critique of theories of civil society from 
Asian perspectives. 
 Two international symposiums were held in collaboration with Japan Association for Asian Studies: "The Ro
le of China" (July 8, 2012) and "Asian Studies beyond Borders: Where do we come from? Where are we going?"
(June 15, 2013). Between Civil Society and State: the Agenda for Global Asia will be published as a specia
l issue of Area Studies from Kyoto University in October 2014.    
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 

(1)21 世紀アジア研究の刷新を求める歴史的

背景 

社会科学や人文科学を土台とする今日の

アジア研究の源は、18 世紀終わりから 19 世

紀にかけて、産業革命以後のヨーロッパ勢力

がアジアに進出し、帝国的な支配を樹立した

時期に、欧米人がアジアを調査・研究し、ア

ジアについての「知」を集積し体系化したこ

とにある。こうした学問の構築を、エドワー

ド・Ｗ・サイードは、主著『オリエンタリズ

ム』において「東洋学」として描き出した。 

「東洋学」はアジア研究へと引き継がれて

いくが、その間、「アジア」のイメージは歴

史的な変転を遂げた。帝国主義時代には、ヨ

ーロッパ人の憧れた「輝かしい古代アジア」

と、ヨーロッパ人の支配しなければならない

「後進的な封建的アジア」という対照的なイ

メージが形成されたが、20世紀後半にアジア

の国々が植民地独立を果たしてくると、ナシ

ョナリズムに支えられる国民国家のアジア

が研究対象となった。相前後して、米ソ冷戦

の対立が始まり、社会主義陣営のアジアと資

本主義陣営のアジアへと分裂し、朝鮮戦争や

ベトナム戦争も起こり、民主主義的に出発し

た各国は独裁や軍政に転じることになった。 

しかし、アジアのあり方はこの 30 年間に

大きく変化し、1980-2000 年代には冷戦終焉

とグローバリゼーションの中で市場開放や

民主化が進み、アジア像が再転換した。「経

済成長するアジア」「民主化するアジア」が

注目され、2000年代には国境を越える「グロ

ーバルなアジア」、中国やインドの大国化と

「台頭するアジア」が論じられた。 

研究の拠点もシフトし、欧米中心の形から

日本・シンガポールなどがハブとなってアジ

ア研究を展開し、研究課題の設定もアジアの

主体性が発揮される時代を迎えている。こう

した流れを捉えながら、国家中心的なアジア

論から社会中心のアジア論へ、国民国家体系

の枠内に置かれたアジア論から越境しグロ

ーバルに展開するアジア論へという視点を

据えた新しいアジア研究が必要とされてい

る。以上のようなアジアの 21 世紀的な広が

りを「広域アジア」という概念で捉え、さま

ざまな次元での変動のダイナミズムを分析

しつつ、本共同研究ではアジア研究の方法論

的な刷新をめざした。 

 

(2)関連する専門学会での共同研究 

アジア研究と国際政治学の架橋をめざす

本研究の起点は、一般財団法人アジア政経学

会と一般財団法人日本国際政治学会で 21 世

紀の新しい研究課題を探った共同作業にあ

った。アジア政経学会監修『現代アジア研究』

（2008）第１巻「越境」、第２巻「市民社会」

では、本研究の高原明生・田村慶子・竹中千

春・小嶋華津子が編集・執筆を担当した。日

本国際政治学会編『日本の国際政治学』

（2009）第２巻「国境なき国際政治」、第３

巻「地域から見た国際政治」、第４巻「歴史

の中の国際政治」では、李鍾元・藤原帰一・

竹中千春・田村慶子・小嶋華津子が編集・執

筆を担当した。これらの共同作業で重要性が

見出された課題を、本研究で掘り下げること

ができた。 

 

(3)アジア研究の拠点と研究ネットワークの

形成 

研究代表者の所属する立教大学は、ダッカ

大学、アテネオ・デ・マニラ大学という研究

教育機関やグラミン銀行などの NGOs と連携

し、「アジアにおける知的協同を推進する」

AIIC（the Asian Institute for Intellectual 

Collaboration）を 2010年度に設置した。そ

の後 AIIC 自体は組織替えしたが、そこに集

まったメンバーを基軸に本研究を発展させ、

立教大学の中だけでなく、アジア政経学会を

中心に、京都大学の地域研究統合情報センタ

ー、京都大学東南アジアセンター、ドイツア

ジア学会、日独ベルリンセンター、コペンハ

ーゲン経営大学アジア研究所(デンマーク)

などと連携しつつ、国際的な学術交流を実施

した。 

 

２． 研究の目的 

(1) アジアの市民社会論の提起 

戦後日本を除き、アジア諸国を分析する上

で「市民社会論」が登場したのはつい最近の

ことで、教養を持つ豊かな市民の社会は、貧

しい途上国の現実とはほど遠いと見られ、ア

ジア研究の関心は社会の上に立つ国家に注

がれてきた。しかし、自由化・民主化及びグ

ローバリゼーションの過程で、国家の覇権性

が弱められ、ダイナミックな社会の展開が観

察されている。こうした現象を「アジアの市

民社会論」の観点から分析した。 

 

(2)国家の動揺と市民社会の醸成を反映する

「国際政治的課題」の検討 

現在のアジアでは、古典的な国家間関係を

超えて、メディア、世論、NGOsなど非国家的

な主体を含む多次元的な国際関係が展開し

ている。本研究では、「国民国家が動揺し、



市民社会的なものが登場しつつある中で、内

政が外交に圧力を加え、国際関係に緊張がも

たらされ、同時に、国際社会から各国社会を

支援する結びつきも形成される」という仮題

について、多角的に検証し、アジアを舞台に

した新しい国際政治のダイナミズムについ

て考察した。ことに、この共同研究を開始す

る直前に東日本大震災が起こり、自然災害を

契機とした国家の動揺、市民社会の動向、国

際社会の支援という局面についても検討を

加えた。  

 

(3)「広域アジア研究」の模索 

現代アジアの諸現象を分析するためには、

アジアという概念、さらに東アジア、東南ア

ジア、南アジアといった既存の地域的区分に

拘束されずに、より柔軟かつ広汎に地域や国

境を越えた実体や活動を捉え、それらを概念

化し理論化していくことが求められる。本研

究では、4 つの研究チームが具体的な現象に

ついての分析を進めるのと平行して、21 世紀

のアジア研究として「広域アジア研究」の可

能性を模索した。 

 

３．研究の方法 

(1)アジア研究と国際政治学の協同 

本研究は、21世紀アジアの「市民社会」と

「国際政治的課題」を考える上で、アジア研

究と国際政治学の架橋をめざした。「地域研

究と国際政治学はライバルかパートナーか」、

Ｌ・パイはかつてそう問うたが、どちらも 20

世紀後半のアメリカ社会科学の影響を受け

ながら、両者を有機的に結びつけて研究を展

開することはなかなかむずかしかった。地域

研究としてのアジア研究は、①現地調査、②

文献収集、③学際研究による実証分析に強い

が、国際政治学は国際政治構造とそのダイナ

ミクスの理論分析に強い。両者の強みを生か

しながら、個別の事例分析を関連させて比

較・類推・関連づけを行い、フロンティア的

な「知の総合」としての「広域アジア研究」

の構築を試みた。 

 

(2) 研究体制の構成 

以下のように、イシューごとに焦点を置い

たチームを設定し、その上で統括チームを媒

介としながら、全体的な共同研究を運用し、

総合的な成果をめざした。 
 

・統括チーム：「広域アジア研究」の構築 

・研究チーム 1：国民国家の動揺  

・研究チーム 2：内政と外交のダイナミズム  

・研究チーム 3：国際社会の支援と市民社会 
構築  

・研究チーム４：アジアの市民社会論 

 上記のチームに加えて、国内外の研究協力

者、さらにリソース・パーソンとの連携を図

りながら、共同研究を進めた。 

 

(3)国内・国外での情報収集と現地調査 

1980-2000 年代のアジアでは、「国民国家

の動揺」とともに、「内政と外交のダイナミ

ズム」や「国際社会の支援や市民社会構築」

と関係して、経済成長する大都市を拠点に比

較的豊かで相対的に自由な意識を持つ人々

から成る、いわば市民的な社会が形成されて

きた。当初に立てた仮説について検証するよ

うに、東アジア・東南アジア・南アジアの現

地調査と事例分析を行い、同時に欧米や日本

で蓄積されてきた市民社会論と対比して、ア

ジア研究および「アジアの市民社会論」の理

論的な突破口を探った。 

 

３． 研究成果 

(1)「広域アジア研究」を展望する共同研究

の成果公開 

アジア研究における「知の総合」と「新領

域の創設」を試み、「広域アジア研究」の事

始めとして、東アジア・東南アジア・南アジ

アと日本・太平洋地域を併せた地域研究の構

築をめざしてきた共同研究の成果として、現

在、以下の 2 つの出版物の刊行準備を進めて

いる。第 1 は、2013 年度に開催した国際シン

ポジウムに寄稿された諸論文を取りまとめ

て、『アジア研究』第 59巻（「アジア政経

学会設立 60 周年記念研究大会国際シンポジ

ウム「特集、境界を越えるアジア研究」、2014

年秋刊行予定）である。第 2 は、『地域研究』

（京都大学地域研究統合情報センター）の特

集号「グローバル・アジアにみる市民社会と

国家の間」で、研究代表者・研究分担者・連

携研究者・研究協力者が執筆し、2014年 10

月刊行予定である。これに加えて、それぞれ

の研究者が単行書・編著・論文の形で研究成

果を公開している。 

 

(2)「広域アジア研究」をめざすシンポジウ

ム・研究会の開催 

【東日本大震災後のアジア研究】2011年度の

初年度より国内外からの専門家を招く研究

会を立教大学で連続 7 回開催した。共同研究

に加わるメンバーの研究・協力機関も 2011

年 3 月 11 日の東日本大震災・大津波の影響

を被り、アジア研究の新しい課題として「自



然災害、市民社会、救援と復興」をテーマに

共同研究を進めた。震災後緊急シンポジウム

を 5 回（2011 年 5 月・7 月・10 月・12 月・

2012年 3 月、立教大学）を一般公開の形で開

催し、成果公開とともに、一般の市民との双

方向の情報交流を行った。震災後 1 年目の

2012年 3 月、研究代表者はコペンハーゲン大

学とデンマーク経営大学で、このテーマの講

演とセミナーを行ない、さらに立教大学にて

「震災後を語る集い―震災とアジアの市民

社会：東日本大震災から 1年―」と題するシ

ンポジウムを開催して、このテーマについて

の中間的な締めくくりを行なった。 

また、The Asia Economic Community Forum

（2011年 11月 1-3 日、韓国・仁川）では、

アジア政経学会と連携して"Post-3/11: 

Disaster Relief Cooperation among the 

Asian Nations"というセッションを組織して

参加した。韓国・中国・欧米のアジア研究者

との交流を行ない、自然災害、市民社会構築、

国際支援、それらとアジア研究の関連性につ

いて考察を深めた。2013 年 1月には「アジア

の市民社会と国家の間―民主主義は有効か

―」（京都大学地域研究統合情報センターと

共催）を開き、研究の中間報告を共有し、さ

らに「広域アジア研究」を展望する議論を深

めた。 

【広域アジア研究のフロンティアを模索す

る共同研究】2012 年度は、ドイツアジア学会

との共催で 21 世紀アジア研究の課題と方法

を共同で模索する試みとして、2 つの国際シ

ンポジウムを連続で開催した。“A Quest for 

Asian Studies of the 21st century：New 

Approaches to East Asia, Southeast Asia 

and South Asia”(2012 年 7 月７日立教大学)

では、東アジア・東南アジア・南アジア研究

の日独の専門家がそれぞれ報告をして、二国

のアジア研究の現状についての認識を共有

した。“China’s Role in Asia: Research 

Approaches in Germany and Japan”（2012

年 7月 8 日国際文化会館）は、メディアの協

賛も得て一般にも公開しつつ、日独の外交の

専門家も招き、中国研究を中心に専門的な議

論を行なった。 

2013年 6 月には、国際シンポジウム“Asian 

Studies beyond Borders: Where do we come 

from? Where are we going?”（2013 年 6 月

15 日、立教大学､アジア政経学会 60周年記念

大会と共催）を企画し、海外からアジア研究

の重鎮 3 名（フィリピン、デンマーク、イン

ド）を招き、戦後日本のアジア研究を担って

きた異なる世代の 3名の研究者とともに、ア

ジア研究の過去と未来を検討し、「広域アジ

ア研究」を展望する上での課題と方法を議論

した。 

2013年 9 月には、国際シンポジウム「アジ

ア女性ビジネスリーダー・ミーティング

2013」を立教大学・日経新聞社と共催し、香

港・インドネシア・インドから女性ビジネス

リーダーを招き、ビジネスとジェンダーを交

差させた視点からグローバリゼーション時

代のアジアを展望し、ジェンダー研究とアジ

ア研究の交差を考察した。 

 

(3)国内外をつなぐ研究・教育機関のネット

ワーク構築 

科学研究費補助金の応募時点では、立教大

学に特設されていた AIIC を拠点とした研

究・教育機関のネットワーク構築をめざして

いたが、実際に本共同研究を動かしていくに

当たっては、本共同研究のほとんどのメンバ

ーが活動しているアジア政経学会を土台に、

立教大学アジア地域研究所などと連携し、研

究活動や研究成果の公開を実施した。また、

本共同研究には国内外の多くの研究・教育機

関に所属する方々を擁しているため、研究者

間の交流を恒常化させることで、緩やかな形

でのネットワーク形成を試みることができ

た。とくに、京都大学地域研究統合情報セン

ター、および京都大学東南アジア研究所・京

都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究

科（ASAFAS）、との連携は重要な意義を持っ

たと考える。国際的には、ドイツアジア学会

および日独ベルリンセンター、デンマーク経

営大学アジア研究所、オーストラリア国立大

学などとの研究協力を行なった。 さらに、

2014年 3月には研究成果の発信と国際交流を

目的として、インドで国際交流基金との共催

で講演会を開催し、スリランカでは現地の研

究者との意見交換を行なった。 
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